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調査項目の変更点①
「住宅の床面積の合計」･･･

平成27年（2015年）国勢調査で臨時的に調査項目
から除外
※東日本大震災対応のため、大規模調査の調査事項である「現在の住居
における居住期間」及び「５年前の住居の所在地」を追加。報告者負
担の軽減のため、「住宅の床面積の合計」を把握する調査事項を削除

廃止

⇒ 令和２年（2020年）国勢調査から廃止

（調査項目 20 → 19）
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令和２年国勢調査の調査項目
大規模調査（19項目）

世帯員
に関する事項

・氏名
・男女の別
・出生の年月
・世帯主の続き柄
・配偶の関係
・国籍
・現在の住居における居住期間
・5年前の住居の所在地
・在学、卒業等教育の状況
・就業状態
・所属の事業所の名称及び事業の内容
・仕事の種類
・従業上の地位
・従業地又は通学地
・従業地又は通学地までの利用交通手段

世帯
に関する事項

・世帯の種類
・世帯員の数
・住居の種類
・住宅の建て方 6





令和２年国勢調査の取組ポイント
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インターネット回答率
（チャレンジ目標） 50 %

インターネット回答の積極的推進1

確実な実現を目指す管理目標（必達目標）を前回
調査実績を超える40%に設定しつつ、より高い
成果を目指して50％のチャレンジ目標を設定

前回に続きオンライン調査を全国展開し、インターネット回答を積極的に推進

2 誰もが答えやすいバリアフリーな調査

インターネット回答の多言語化など、回答チャネルを多様化し、外国人や障害
者、高齢者の方々など全ての方の回答をサポートする多様な支援方策の充実

企業や団体の活動・サポートとのコラボレーション3
企業・団体の社会貢献活動などとも協働・連携し、外国人・若年層等の回答や
インターネット回答の促進、調査員活動のサポートを幅広く展開



令和２年国勢調査 集計体系・公表時期
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・抽出速報集計を廃止、世帯構造等基本集計などを統合
・人口等基本集計以降の集計を1か月公表早期化

抽
出
速
報
集
計

廃
止

2021年 2022年

２月 9月 12月 ３月 ５月 ６月 11月
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特別集計「日本国民の人口」

・人口速報集計（速報値）は、調査員が調査活動中に作成する調査世帯一覧を基に
作成した要計表を用いて集計 ⇒ 外国人人口は把握できない

 「日本国民の人口」の算出方法

令和２年国勢調査総人口－令和２年国勢調査外国人人口

 速報値における推計方法

・外国人人口は、平成27年国勢調査結果に、住民基本
台帳による５年間の増減等を勘案して推計

平成27年国調
外国人人口

令和２年国調
外国人人口
（推計値）

住基によ
る５年間
の増減を
勘案

令和２年外国人人口（推計値（速報値））

＝平成27年国調外国人人口

＋ ×平成27年国調人口
平成27年住基人口

住基外国人人口増減数
（平成27年～令和２年）

人口速報集計（２月）、人口基本等集計（９月）の各段階で、選挙区別の
「日本国民の人口」を算出する特別集計を実施
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